
別紙３
賃金不払残業の解消のための取組事例

◆勤怠記録との乖離の理由が自発的な学習であったのか否かについて労働者からのヒアリン
グを基に実態調査を行った。この結果、自発的な学習とは認められない時間について不払
となっていた割増賃金を支払った。

◆賃金不払残業の解消のために次の取組を実施した。

①代表取締役が適切な労働時間管理を行っていくとの決意を表明し、管理職に対して時間
外労働の適正な取扱いについて説明を行った。

②労働組合と協議を行い、今後、同様の賃金不払残業を発生させないために労使双方で協
力して取組を行うこととした。

➂事業場の責任者による定期的な職場巡視を行い、退勤処理をしたにもかかわらず勤務し
ている者がいないかチェックする体制を構築した。

◆「時間外労働が自発的学習とされ割増賃金が支払われない」との情報を基に、労基署が立
入調査を実施。

◆ＩＣカードを用いた勤怠システムにより労働時間管理を行っていたが、ICカードで記録さ
れていた時間と労働時間として認定している時間との間の乖離が大きい者や乖離の理由が
「自発的な学習」とされている者が散見され、賃金不払残業の疑いが認められたため、実
態調査を行うよう指導。

企業が実施した解消策

賃金不払残業の状況

事例２（業種：プラスチック製品製造業）

◆労働者の正確な労働時間について把握すべく実態調査を行い、不払となっていた割増賃金
を支払った。

◆賃金不払残業の解消のために次の取組を実施した。

①労働基準監督官を講師として、各店舗の管理者である店長を対象に労務管理に関する研
修会を実施するとともに、店長以外の従業員に対しても会議等の機会を通じて法令遵守教
育を行い、賃金不払残業を発生させない企業風土の醸成を図った。

②社内コンプライアンス組織の指導員を増員して、店舗巡回を行い、抜き打ち調査を行う
ことにより勤怠記録との乖離がないか確認することとした。

企業が実施した解消策

◆「出勤を記録をせずに働いている者がいる。管理者である店長はこのことを黙認してい
る。」との情報を基に、労基署が立入調査を実施。

◆ＩＣカードを用いた勤怠システムで退社の記録を行った後も労働を行っている者が監視カ
メラに記録されていた映像から確認され、賃金不払残業の疑いが認められたため、実態調
査を行うよう指導。

賃金不払残業の状況

事例１（業種：その他の小売業）

【キーワード：労働時間記録の適正な把握】

【キーワード：労働時間記録との乖離】



◆「自己申告制が適正に運用されていないため賃金不払残業が発生している」との情報を基
に、労基署が立入調査を実施。

◆生産部門は、ICカードを用いた勤怠システムにより客観的に労働時間を把握している一方、
非生産部門は、労働者の自己申告による労働時間管理を行っていた。非生産部門の労働者
について、申告された時間外労働時間数の集計や、割増賃金の支払が一切行われておらず、
賃金不払残業の疑いが認められたため、実態調査を行うよう指導。

◆非生産部門の労働者について、申告が行われていた記録を基に時間外労働時間数の集計を
行い、不払となっていた割増賃金を支払った。

◆賃金不払残業の解消のために次の取組を実施した。

①非生産部門もICカードを用いた勤怠システムで労働時間管理を行うとともに、時間外労
働を行う際には、残業申請書を提出させ、残業申請書と勤怠記録との乖離があった場合に
は、実態調査を行うこととした。

②労務管理担当の役員から労働時間の管理者及び労働者に対して、労働時間管理が不適切
な現状であったため改善する旨の説明を行い、客観的な記録を基礎として労働時間を把握
することの重要性についての認識を共有した。

企業が実施した解消策

賃金不払残業の状況

事例３ （業種：パルプ製造業）

◆「退勤処理を行った後に働いている者がいる」との情報を基に、労基署が立入調査を実施。

◆ICカードを用いた勤怠システムにより労働時間の管理を行っていたが、労働者からの聴き
取り調査を実施したところ、退勤処理後に労働をすること、出勤処理を行わず休日労働を
することがある旨の申し立てがあり、賃金不払残業の疑いが認められたため、実態調査を
行うよう指導。

◆労働者へのヒアリングやアンケートなどにより実態調査を行った結果、全社的に退勤処理
後の労働が認められ、また、出勤処理を行わず休日労働を行っていることが判明したた
め、不払となっていた割増賃金を支払った。

◆賃金不払残業の解消のために次の取組を実施した。

①会社幹部が出席する会議において、代表取締役自ら賃金不払残業解消に関するメッセー
ジ（労働時間の正しい記録、未払賃金の申告）を発信し、発信内容を社内のイントラ
ネットに掲載するなどして、会社一丸となり賃金未払残業を解消することを周知した。

②36協定（時間外労働の協定届）の上限時間数を超えないために、時間外労働の適正な
申請をためらうことが賃金不払残業の一因となっていた。このため、各店舗の勤務状況
の実態調査を行い、人員不足や業務過多の店舗に対する人員確保や本社からの応援を行
い、店舗の業務が過度に長くならないような措置を講じた。

企業が実施した解消策

賃金不払残業の状況

事例４ （業種：その他の小売業）

【キーワード：自己申告制の不適切な運用】

【キーワード：全社的な賃金不払残業】


